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　承　　前
　デンマークでは，過去数十年にわたって，公的機関の運営する行政上の
レジスターをベースとする，電算化された大規模な情報システムを開発す
ることによって，ほとんどすべての社会経済統計をそれらのレジスターに
おける記録をもとに作成できるように，統計制度を組み替えてしまった。
　本稿は1990年の旧稿の続編として編集したもので，レジスター・ベース
の統計制度を確立したデンマークにおける，レジスターからの統計情報の
提供の実際について検討を試みたものである１）。
　１．デンマークにおける統計制度の概要2）
　デンマークでは，人口，社会経済状態等に関する大部分の公式統計の作
成，およびそれらの統計の一般的な調整の権限は，デンマーク統計局
　(Danmarks Statistik)に集中されている。この機関は1966年に創設された
が／‘デンマーク統計局設置法”3）によれば，それは国王によって任命され
る国家統計家(National Statistician)を議長とし,社会経済事情に詳しい６人
の委員から構成されるＢｏａrdの監督下にある独立の機関であって, Board
の委員は経済相(Minister forEconomic Affairs)によって任命される。
　統計局設置法の上で本稿に関連して特に重要な点は，次の２点である。
　　　　　　　　　　　　　－98（107）一
　①　統計局は，統計作成のために公共機関から行政データを法律に基づ
いて収集すること，また種々の行政レジスターとの必要な協力関係を組織
すること，の権限をもっている。(設置法Sec. 1 (2)およびSec.6)
　②　統計局は，地方政府機関，団体，民間企業等の要求に応じ，費用支
弁を条件として統計情報の収集，処理，公表を行うが，この場合の費用支
弁の一般原則についてはBoardが決定する。(設置法Sec. l-(2)およびSec.
3のSubsec. 2)
　統計局が統計作成に利用するレジスターについては，別途“デンマーク
公共機関レジスター法”(1978年)4)によって管理されている。　この法律で
は，純粋に統計目的あるいは科学上の目的のために維持されるレジスター
についていくつかの特別規定を設けているが，それらの中で本稿に関連す
る部分は次の３点である。
　①　統計目的のために収集された個々の人または企業に関係するデータ
は他の如何なる政府機関あるいは民間人にも提供されない。(レジスター法
Sec.18-(3)およびＳｅｃ.21-(3))
　唯一の例外は，企業・事業所の中央レジスターに関する法律(Act on ａ
CentralRegisterofEnterprisesand Establishments)によって，この行政レジス
ターはデンマーク統計局によって管理されることとされており，若干の基
礎データは法律にしたがって，このレジスターから政府機関に，ある程度
は民間にも提供されることである。
　②　レジスターの被登録者が，自己に関する如何なる情報がレジスター
に含まれているかについての知る権利，すなわち個人の閲覧請求権は，
もっぱら統計上の目的のために編成されるレジスターには認められていな
い。(Ｓｅｃ.13-(5))それはこれらのレジスターからのデータが，統計作成のた
めにのみ用いられるという論拠によるものである。旧稿でも触れたように
この規定はいねばその見返りとして，自己の必要とする統計情報を，費用
支弁のもとで自由に入手できるという途を開いた。(上記設置法の規定)
　　　　　　　　　　　　　　－97(108)－
　③　異なる目的で編成されたレジスターの記録のリンクについては，
もっぱら統計上または科学上の目的のための摘出のために行われる場合に
は認められている（レジスター法Sec. 4の（3）およびSec. 7の（3））。すなわち統
計局は，レジスターの記録をベースとしたデータリンケージについて，法
制上大幅な自由を認められている。ここでもまた，統計はレジスターに登
録された個人に対しては何らの不利益を与えるものではない，という論拠
がある。
　以上デンマークにおける統計制度の特色を，組織および法制の面から，
本稿に関連する部分について垣間見たが，そのいくつかは統計調査を主体
として統計制度を構築してきた先進諸国が，今日当面している種々の困難
を見事に克服した事例として，各国統計家の関心を集めている5）。
　　1）工藤弘安（1990）。「統計調査における情報提供（Ｈ）一事例研究：デンマー
　　　　クその１－」『経済研究（成城大学）』108，45-60．本稿は旧稿の続編とし
　　　　て執筆したため，文献，資料等は1990年当時のものを利用した。したがっ
　　　　てデンマークにおける統計レジスター・システムのその後の変更について
　　　　は，文献Ｎ０.16以外は参照していない。
　　2）概要は下記に掲載した。
　　　　工藤弘安（1989）。「レジスター・ベースの統計制度」『研究所報（法政大
　　　　学）』16, 1-35.
　　3), 4)全文は前掲文献　2）に掲載。抄訳は前掲文献　Ｄに掲載。
　　5）レジスター。ベースの統計制度の比較研究については前掲拙稿　2）参照。
　２．統計レジスターの構成
　上記のようにデンマークの社会経済統計は，ほとんどそのすべてがレジ
スターの記録をベースとして作成されているが，それらのレジスターの１
次的な源泉は統計局以外の公共機関が維持運用する行政レジスターであっ
て，それらの設置，維持，運用については上述の“デンマーク公共機関レ
ジスター法”によって規制されている。　したがって統計局の維持運用する
　　　　　　　　　　　　　　－96（109）－
レジスターは２次的なレジスターである。
　よって用語の混乱を避けるために，公共機関レジスター法の規制を受け
るレジスターを行政レジスター，統計局が統計作成のために設置するレジ
スターを統計レジスターと呼ぶこととする。またレジスター上の記録につ
いては，行政レジスター上の記録は通常の行政記録と同等の源泉および内
容をもつものと考えられるので，これらは行政記録と呼ぶ。これに対して
統計レジスター上の記録は，通常の統計調査からえられる統計記録とはそ
の源泉および内容を異にするから，統計記録と区別してレジスター記録と
呼ぶこととする6）。
（1）デンマーク統計局保有のレジスター7）
　統計局は全部で43のレジスターを保有しているが，この中で41が統計レ
ジスターとして設置されている。資料１のＡに示したレジスターのNo. 1
からＮ０.39までは，個人に関する統計の作成のために用いられ，Ｂに示し
た２つのレジスターは一般的な経済統計の作成のために用いられる。Ｃは
行政レジスターで，Ｃの１は上記の企業，事業所の中央レジスター（ＲＥＥ:
Central Register of Enterprisesand Establishments, 1975年設置）で，統計局が管
理運用を委任されている行政レジスターである。Ｃの２は統計局部内の職
員のレジスターである。
　これらの統計レジスターの源泉となる行政レジスターとしては，統計局
が管理する前記のＲＥＥと共に，内務省(Ministry of the Interior)の管理す
る中央人口レジスター（ＣＰＲ: Central Population Register,1968年設置）および
住宅省(Ministry of Housing)の管轄する建築物・住居の中央レジスター
（ＢＢＲ: Central Register of Buildings and Dwellings ; Bygnings-og boligregistret,
1974年設置）の３種がもっとも基本的なレジスターである。このほか中央税
務レジスター(Central Tax Register, 1970年設置），中央教育レジスター（Ｃｅｎ-
tralEducation Register,1970年設置），中央失業レジスター(Central Unem-
　　　　　　　　　　　　　　-95（110）－
ployment Register,1970年設置）などの行政レジスターが統計レジスターの構
築に利用されている。これらの行政レジスターとそれから構築される統計
レジスターとは，個人，企業，事業所，建築物，住宅のそれぞれの対象毎
に単一の共通識別子を付与されており，識別子を介して各レジスターの記
録を相互にリンクすることが可能となっている。
（2）基本レジスターとその利用
　①　中央人ロレジスター（ＣＰＲ）
　1924年にデンマーク議会は地域人ロレジスターに関する法律（Ａｃt on
Local Population Registers)を制定したが，この法律はすべての地方自治体
が同年に地域人ロレジスター，すなわち当該自治体の地域に居住するすべ
ての人についての情報を含むファイルを設けなければならないことを定め
たものである。
　この地域人日レジスターは，氏名，出生年月日，出生地，職業のような
個人の識別のための情報のほか，現住所，家族の状況および市民権を含む
ものとされた。地方自治体はこのファイルを，種々の機関から受理した出
生，死亡，結婚，離婚等についての情報にもとづいて継続的に更新するこ
ととされ，また住所の変更については当該個人が自ら直接地域人日レジス
ターに届け出る義務があった。
　1968年に至って，電算機によって人口全体の公的登録をより効率的にす
るため，地域人日レジスターを存続させるとともに，それに加えて中央人
口レジスター（ＣＰＲ）が，デンマーク人日の全国的な電算化レジスターと
して創設された。
　この改革にあたってのもっとも重要な点は，各個人に対して付与される
恒久的なしかも唯一の識別番号としての個人番号（ＰｅrsｏｎＮｕｍｂｅr）8）の導入
であった。この番号は中央人ロレジスターの運営のために必要なだけでな
く，その後公共行政のすべての部門に導入されることとなり，従来種々の
　　　　　　　　　　　　　　－94（111）－
行政分野で使用されていた多くの番号システムに替わって用いられること
となった。
　ＣＰＲは当初は重複登録を排除し，それによって資源を節約する意図の
もとに導入されたものであるが，また源泉課税制度を導入する税制改革に
対する寄与も考慮された。
　統計事業に対するＣＰＲの寄与は，1970-1973年の期間に再組織された毎
年の人口動態統計で，以来その１次データの主要な部分はＣＰＲから導か
れている。しかし出生および死亡に関するＣＰＲのデータは，保健当局か
らの医療データによって今もなお補足されている。1970年以降は，ＣＰＲの
レジスター記録のみに基づいて，高度に細分された地域の人日の性，年
齢，婚姻状態別の分布を示す毎年の統計の作成が可能となった。
　ＣＰＲの統計上の利用に関しての重要な特色は，次のとおりである。
Ｏ　このレジスターはほとんどすべての公共機関によって利用されてい
るため，記録の質の改善が常時行われている。
ii)　個人番号を介して他の個人レジスターの記録とのリンクを確実に行
うことができる。
ｍ）ｃＰＲの個人の記録にはそれぞれ配偶者および家族の個人番号が記録
されているので，家族構成員相互の自動的なリンキングが可能である。（資
料２参照）
iｖ）個人の属している世帯は正確な住所表示(addressdesignations)によっ
て示されており，この住所表示は下記のＢＢＲのそれと完全に同一である
ので，住所表示を介入してＢＢＲの記録とのリンキングがまた可能となる。
　②　企業・事業所の中央レジスター（ＲＥＥ）
　1950年代の後期に当時のデンマーク中央統計機関は，統計目的のみの利
用に供するための事業レジスターを設置することを決定した。このレジス
ターの源泉となったのは，水産業を除くすべての産業について実施された
1958年の事業センサスであった。1960年代の初期には，若干の分野でレジ
　　　　　　　　　　　　　　ー93（112）－
スターの利用を始めることが可能となった。　しかし合理的な早さで更新さ
れるような，完全で包括的なレジスター・システムは，この方法では達成
することができなかった。
　この事情は1967年に，デンマークに付加価値税（ＶＡＴ）が導入された時
に根本的な変化がみられた。すなわち税務当局は，経済のすべての部門－
ただし当初は保健サービスと旅客輸送業は除外された一においてＶＡＴの
支払義務のあるすべての事業単位のレジスターを設置したのである。この
レジスターの記録がデンマーク統計局の事業レジスターに提供され，この
記録が種々の産業における売上高等に関する統計の作成に用いられること
となった。
　この事業レジスターのその後の改正は，1970年に源泉課税制度が創設さ
れたことにより，雇用主についてのより詳細なデータが得られるように
なった時に行われた。
　その後統計目的の事業レジスターを引き続き改良していくために，若干
の基礎的なデータ，たとえば個々の事業単位の識別コード番号，氏名およ
び住所，営業活動の種類，規模階級などを含んだ，行政上の事業レジス
ターを設置することについての要望が次第に高まってきた。このため1975
年にＲＥＥが特別法によって創設され，レジスターの運営は，デンマーク
統計局に委ねられた。　したがってこの特定分野にかぎって，デンマーク統
計局は行政機能を分担することとなった。 ＲＥＥは，デンマーク統計局の行
うビジネスサーベイのすべてについて，標本の選定と質問票の郵送宛名書
きのために利用されるとともに，他の行政資料からのデータとのマッチン
グのためのベースを提供している。 ＲＥＥから作成された統計が利用可能
になるにともなって，1958年以来の伝統的なビジネスセンサスの実施は，
必要がなくなったものと考えられている。
　ＲＥＥはその名称が示すように，企業レペルの事業単位(legal unit)と事
業所レベルの事業単位(local unit)の双方を含んでいる。レジスターにおけ
　　　　　　　　　　　　　　－92（113）－
る雇用主および自営業主については，個人番号もまたレジスターに記録さ
れている。
　③　建築物および住居の中央レジスター
　1970年代の初期に，地方政府の計画に資するために，また従来課税目的
のため４年毎に実施されていた不動産の公衆による評価に利用するため
に，建築物と住居（dｗellingｓ）9）の全国的なレジスターを設置する要望が広
まった。他方そのようなレジスターを，統計目的のため，特に住宅(hous-
ing)統計（住宅センサスを含む）や建設統計の分野で役立つように構築する
にはどうすべきかということが検討された。同じ時期に，1970年代中間に
行う人口・住宅センサスを，伝統的な質問票ベースの方法（ＱＰＣ）lo）で実施
するか，それとも他の代替的な方法で実施できるか，ということが議論さ
れ，その結果1974年に政府は, BBRを設置すべきことと，1970年代中間の
人口・住宅センサスはＱＰＣによっては実施しないことを決定した。
　ＢＢＲを住宅省の所管のもとに設置することに関する特別法が，1976年
に制定された。 ＢＢＲのもとになる源泉データは，1977年の公衆不動産評価
に関連して求められたが，その更新は地方政府機関によって新規建築計画
の監督行政との関連で行われている。
　1977-1979年の種々の試験的な計画を経て，1980年以降ＢＢＲにもとづい
て毎年の住宅統計と４半期毎の建設統計が作成されている。また住所表示
を介してＢＢＲの住居(dwelling)データがＣＰＲの個人データとマッチしう
るように, CPRとＢＢＲの住所表示が正確に同一になることを確保するた
めの特別の作業が行われた。これによってデンマークでは，この異なる二
つのタイプのレジスターの住所表示の間には，満足しうる程度の一致がみ
られることが明らかとなった。
（3）基本レジスターによるシステムの構築
　人々(persons)にはその生活の本拠としての住居(dwellings)があり，ま
　　　　　　　　　　　　　　－91（114）－
た人々が就業している場合には，その働いている事業単位(business units)
もしくは従業場所(workplaces)がある。この３種の対象の相互関係は，図
１のような簡単なモデルで表すことができる11）。デンマークの統計レジス
ターは，基本的にはこのモデルをもとに構築されている。すなわち図の３
種の対象についてそれぞれ独立の統計レジスターが構築され，それらの統
計レジスターに蓄積される記録は，各種の行政レジスターから供給される。
前述のようにこれら３種のレジスターの記録は，単一の個人番号および住
所表示を供用していることによって相互にリンクされている。
　図１に含まれない他の重要な関係は，家族員(family members)の関係で
あるが，これはＣＰＲに記録されている。したがってＣＰＲとＢＢＲの記録
をもとに，住居を共にしている人の集まりとしての家族または世帯の統計
の作成が可能となる。さらにＲＥＥにおける企業については雇用主または
自営業主の個人番号が記録されており，また別途給与情報レジスターから
供給される雇用者の従業場所にのコード番号はＲＥＥに基づいて統計局から提
供される）に関する記録を基にして，個々の事業単位に雇用される雇用者
とＣＰＲとの照合が可能である。
－90（115）－
　３．統計レジスターからの情報提供
　デンマーク統計局は統計レジスターをもとに作成される統計について，
広範な情報提供サービスを展開している。提供されるサービスには，大別
して基礎統計の提供，個別サービスおよび特別サービスの３種がある。基
礎統計はすべて政府予算で収集作成の上公表され，統計局の完全な管理の
もとにおかれているいわゆる公共財としての統計で，利用者はその刊行物
の価格および郵送費以外の費用は一切負担しない。
　これに対して個別サービスはいわゆる市場化されているサービスで，統
計作成のための経費を負担することを条件として，企業，団体，個人から
の注文に応じて作成される統計の提供サービスがその主なものである。こ
のような市場化が行われるようになった経緯は次の３点に要約される。
Ｏ政府統計予算の削減の一方で統計に対する需要の増大のため，政府予
算ではすべての需要に応ずるだけの統計の作成が不可能となったこと。
iO電算技術の進歩にともなって，統計局の保有するデータからほとんど
　　　　　　　　　　　　　　－89（116）－
無限に近い量の統計および分析を提供する可能性があるにもかかわらず，
そのすべてを実行することは不可能なこと。
ni）統計局設置法の規定では，費用支弁を条件として地方政府機関，団
体，民間企業等の要求に応じて統計の作成を行うことができることとなっ
ており，（前記１の②参照），しかもその際の販売収入は国庫に還付せずに，
統計の作成のために再使用することが認められていること。
　特別サービスは，ＲＥＥからの情報提供，単一商品の生産および輸出入統
計の提供，時系列データバンクによるサービスである。
　以上３種の情報提供サービスの概略の内容を以下に示ず2）。
①　基礎統計
　　基礎統計は各国の統計機関が通常公表している，統計年鑑，統計月報
　等の一般統計および統計分野別の統計のほとんどすべてをカバーし，印
　刷物の形で提供され誰でも入手可能である。詳細はここでは省略する。
②　個別サービス
　　利用者がその経費を負担するサービスで次の種類がある。
　―経常的に行われている統計作成過程の中での特殊な目的のためのデー
　タ処理。例えば詳細な小地域統計の作成等。
　―恒久的に行われている情報提供サービスの中での特別の情報の抜粋。
　例えば国民経済計算の補足的なbreak-downのデータ等。
　一研究および調査に関する援助。例えばlongitudinal study のための特
　殊なデータべースの構築，調査における質問の追加等。
③　特別サービス
　　サービスの内容があらかじめ決められている有料のサービス（サービ
　ス・パッケージ）で，プリントアウト，磁気媒体あるいはオンラインで提
　供される。主なものは次の５種である。
　－ＲＥＥによる住所情報サービス:ＲＥＥに記録されている事業単位につ
　いて，その名称，住所のほか管轄自治体，所有形態，規模階級（雇用者
　　　　　　　　　　　　　　－88（117）－
数）の情報が提供される。また特別のカテゴリーについてのリストデー
タ，例えばある産業または規模階級に属するすべての事業単位のリス
ト，ある自治体に属するすべての事業単位のリスト等である。これらの
情報はプリントされたリスト，索引カード，郵便帯封またはラベル，磁
気テープによって提供される。発注後約２週間後に入手可能である。ま
たＲＥＥから抜粋したデータを，ある産業または地域の統計的研究のた
めに，統計局が保有する他のデータと結合して提供することも可能であ
る。
―外国貿易統計：外国貿易統計については公表された統計のほかに，単
一商品または商品グループについての，毎月および４半期別の相手国別
輸出入統計を個別に予約販売する制度がある。通常当該期間終了後約６
ないし７週間後に利用可能となっている。
一サプライ統計：単一の商品または商品グループについて，生産（デン
マークの製造業者の売上高）十輸入高一輸出高を表すいわゆるサプライ
統計の予約頒布を行なっている。個々の予約購読者の指定した商品につ
いて，４半期別の統計を各４半期の終了後約３ヶ月半後にプリントアウ
トで提供する。
一デンマーク統計局時系列データバンク（ＤＳＴＢ : Danmarks Statistik's
Time-SeriesData-Bank):ＤＳＴＢは1980年代の中頃に発足し約300の加入者
がいる。ＤＳＴＢの内容は公表されているほとんどすべての統計を網羅し
ており，それらは，他の公表媒体よりも更に詳細かつ柔軟な形で提供さ
れている。またＤＳＴＢには，数字とその該当期日のほか系列のタイト
ル，単位，始期と終期，更新時期について機械読み込み可能な情報を記
録している。これらのデータは磁気テープ，ＣＤ-ＲＯＭまたは統計局の
コンピュターと連結している電話回線によるオンラインによって提供さ
れる。
－Ｌｏｖｍｏｄｅ１（ＬａｗModel):政府機関のためのサービスで，新しい法制の
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　制定あるいは現行法の改正による結果を予測するシステムで，1978年に
　創設された。例えば税率や住宅助成金等の改正が人口のどの層に影響を
　及ぼすかを算定するためのもので，経済相の管轄下にある。システムは
　モデル人口，法律データバンクおよび法律モデルファイルの３つのブ
　ロックから構成されている。モデル人口は人口の３％無作為標本で，統
　計局が作成管理する。この標本に含まれる個人については，モデル変数
　と称する詳細な情報が含まれているが，モデル人口をＬｏｖｍｏｄｅｌの事務
　局に渡す際には，すべての識別子は消去される。法律データバンクは，
　モデル人口の個人または家族のデータとは直接関連しない，税率，住宅
　助成金，社会年金，児童手当等法律の条文に規定される変数（法律変数:
　Law variables)に関するデータバンクである。法律モデルファイルは，
　データ処理，計算および分析に関するＥＤＰルーチンで，常時Lov-
　ｍｏｄｅｌのなかで利用できるようになっている。
　12) L. Thygesen (1993）文献　Ｎ０.16および資料Ｎ０.15による。
　４．レジスター。ベースの統計作成の評価
　旧稿および本稿によってデンマークにおけるレジスター・ベースの統計
制度，統計作成過程，レジスターからの情報提供についての概略の考察を
終えたが，既述のようにデンマークは統計の作成，提供をすべてレジス
ターを源泉とするシステムに切り換えた唯一の国であり，その経験は統計
の源泉をレジスターに求めようとしている多くの国の統計家の注目すると
ころとなっている。彼らの評価を得るにはなお若干の時日を必要とすると
思われるが，ここでは当事者であるデンマーク統計局長L. Thygesen氏自
身による評価13）をもとに，筆者の所見を加えて以下に記しておきたい。
Ｏ　行政機関の保有している各種のＥＤＰベースのレジスターにおける記
録を源泉として統計を作成するためには，基本的な前提条件として，個人
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識別可能な単一の個人番号が制度化されていることが必要である。この番
号はすべての行政システムに利用され，異なる源泉からのデータの自動的
なリンキングが可能となっていなければならない。　このためにプライバ
シー保護の法制において，レジスターの統計上の利用についての規定が必
要である。
　また個人番号の系統的な利用によって, longitudinalな研究の途が開か
れている。　しかし私見では個人番号を用いたlongitudinalな記録結合は，
たとえ研究目的であるとしても個人の履歴の復元編成であり，その見地か
らの論議の余地が残っているものと考える。
ii)　行政レジスターにおける行政記録を統計レジスターに入力する前に，
若干の統計的なデータ処理を行なっておく必要がある。その理由は以下の
３点である。
　一行政レジスターの記録の時点は，行政システムにおける時間的な遅速
　が一様ではないため補正が必要である。
　一行政レジスターにおける情報が当該行政機関によって系統的に利用さ
　れていない場合には，記録の管理と妥当性についての確認が必要である。
　－しばしば困難な作業を伴うが，異なる源泉から得られた同一の対象に
　関する記録を比較し調整する必要がある。
　筆者が聴取したところでは，特にこの第３の点について，最終的にマッ
チできない対象が残るところに問題があるとのことであった。
ni）レジスター。ベースの統計作成システムの最終目標を達成するため
には，行政レジスターの行政記録に統計上の必要項目を付加することが必
要となる。しかし行政目的の上で不必要な項目の記録について，その信頼
性を確保することは困難である。行政レジスターから統計レジスターヘの
記録の移転は，一方通行であって逆の流通は許されていないから，私見で
は統計上の必要に基づく行政記録への反作用は法制上可能であるとして
も，事実上は困難と考えられる。
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iｖ）レジスター・ベースの統計作成にあたっての障害のひとつは，欠落
データの処理の問題である。この問題は伝統的な調査やセンサスにおける
無回答の処理よりもはるかに複雑な問題を含んでいる。
Ｖ）レジスター・ベースの統計を評価し，それを推計のベースとして役立
てるためには，補足的なデータを伝統的な調査手法によって収集する必要
がある。
ｖi）統計作成を市場化することによって得られる最大の利点は，統計に対
する需要の変化，新規の需要の発生を迅速に把握することができ，それに
よって統計生産が利用者の要求に適応するように，プライオリティーの設
定が可能となることである。しかしそのためには市場化による販売収入
を，統計生産のために統計局が再使用できる権限をもっていることが前提
となる。
　私見では市場化によって発生が予測しうる弊害にも配慮が必要と思われ
る。特に本来公共財としての統計作成のために収集されたレジスター記録
が，特定の目的のために特定の人または団体によって利用される統計の作
成に用いられる途を開いたことは，情報利用の公平性に疑問があるだけで
なく，極端な場合には，たとえば統計を用いた市場操作あるいは世論の誘
導などの危険をはらむものと考えられよう。
－84（121）－
資料1ﾃﾞﾝﾏｰｸ統計局保有のﾚｼﾞｽﾀｰ一覧
－83（122）－
－82（123）－
－81（124）－
－80（125）－
仮訳:
　　　1.住所　2.個人番号，地位，教区，自立できるか　3.氏名，正式名，検索
名，出生登録地，市民権　4.現住所の自治体への転入年月日　5.現住所の自治体
コード　6.7.道路名およびコード　8.建築物または住宅番号，フロアおよびドア
番号　9.町名　10.郵便番号　11.備考　12.13.市民権の変化，死亡，およびそ
の年月日　14.15.登録機関およびそのコード　16.配偶者の個人番号（死別，離
別を含む) 17.備考　18.自治体との関連（教育等) 19.子供，両親，家長の個人
番号　20.付加情報（氏名，個人番号の変更等）
－79（126）－
